
10791P-00



（3）

　ここ最近の社労士試験の出題傾向をみてみると、選択式については、年度によ

り難易度に変動はあるものの、「覚えた事柄から単純・反射的に選ぶ性質の問

題」から「知識をフル活用して推測しつつ、選択語群の語句を消去法で絞り込ま

ないと正解を選べない高度な問題」まで出題内容が多岐にわたっています。単に

テキスト中の語句や数字等を記憶しているだけでは、すべての科目において基準

点（３点）をクリアするための得点ができるとは言えない試験になってきている

といえます。

　また、択一式については、「組合せ問題」と「正解の個数問題」という出題形

式は定着しており、とくに「正解の個数問題」については、１問にかける時間が

長くなるため、非常に負荷が高くなっています。事例形式の問題も増え、「実務

と直結した内容の出題を。」という意図も感じられるようになっています。

　これらの傾向に対応するためには、素早く確実に出題の意図を読み取り判断し

ていく能力が求められるので、基本事項の反復を徹底し、早い時期にそのレベル

での対策を仕上げておき、時間的に余裕をもって応用問題等の細かい知識の対応

に時間を割けるようにしておくことが必要でしょう。

　本書は、社労士試験に確実に合格するための「本格学習テキスト」というコン

セプトをもっており、条文や通達、判例など、多くの情報を、社労士本試験問題

を解く際に使いやすいよう、コンパクトにまとめています。

　今回の改訂では、直近の法改正事項に対応するために本文内容の加筆・修正を

行い、直近の本試験の出題傾向にも対応できるよう内容の見直しも行いました。

　本書を利用したみなさんが、社労士試験に合格されることを、ＴＡＣ社会保険

労務士講座一同、願ってやみません。

令和５年９月吉日

TAC社会保険労務士講座

はじめに
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法改正法改正ポイント
講義

ここでは、2024（令和６）年度の社労士本試験に関連する、主要な法改正内
容を紹介していきます。まずは、法改正内容の概要をつかんでおきましょう。詳
細は、テキスト本文でじっくり学習していきましょう。

　有期労働契約の締結、更新、雇止め等に関する基準に次の１.２.が追加されます。

１．有期労働契約の変更等に際して更新上限を定める場合等の理由の説明（義務）

２．無期転換後の労働条件に関する説明（努力義務）

第２章で学習します。

１．労働契約締結時における明示すべき労働条件の範囲に次の⑴⑵が追加されます。

　⑴　通算契約期間又は有期労働契約の更新回数に上限の定めがある場合における当該上限

　⑵　就業の場所及び従事すべき業務の変更の範囲

２ ．契約期間内に無期転換申込権が発生する有期労働契約の締結の場合は、「無期転換申込みに

関する事項及び無期転換後の労働条件」についても絶対的明示事項及び相対的明示事項の対象

となります。

第２章で学習します。

１．対象業務

　「銀行又は証券会社における顧客の合併及び買収に関する調査又は分析及びこれに基づく合併

及び買収に関する考案及び助言の業務（いわゆるＭ＆Ａの業務）」が追加されます。

２．労使協定に定める事項

　労使協定に定める事項として次の⑴から⑶が追加されます。

1 有期労働契約の締結、更新、雇止め等に関する基準の
主な改正 【令和６年４月１日施行】

2 労働条件の明示事項の主な改正
 【令和６年４月１日施行】

3 専門業務型裁量労働制の主な改正
 【令和６年４月１日施行】
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　⑴　労働者の同意を得ること及び労働者が同意をしなかった場合の不利益取扱いの禁止

　⑵　労働者の同意の撤回に関する手続

　⑶ 　労働者の同意及び同意の撤回に関する労働者ごとの記録を協定の有効期間中及び当該有

効期間の満了後５年間（当分の間、３年間）保存すること

３．記録の作成・保存

　「労働者の労働時間の状況」、「労働者の健康及び福祉を確保するための措置の実施状況」、「労働
者からの苦情の処理に関する措置の実施状況」及び「労働者の同意及びその撤回」について、労働
者ごとの記録を作成し、協定の有効期間中及び当該有効期間の満了後５年間（当分の間、３年間）

保存しなければならないこととされます。
・太字の部分が変更・追加箇所です。

第４章第２節で学習します。

１．労使委員会の決議事項

　労使委員会の決議事項に次の⑴から⑶が追加されます。

　⑴　労働者の同意の撤回に関する手続

　⑵ 　労働者に適用する評価・賃金制度を変更する場合、労使委員会に対し当該変更の内容の説

明を行うこと

　⑶ 　労働者の同意の撤回に関する労働者ごとの記録を決議の有効期間中及び当該有効期間の

満了後５年間（当分の間、３年間）保存すること

２．記録の作成・保存

　「労働者の労働時間の状況」、「労働者の健康及び福祉を確保するための措置の実施状況」、「労働
者からの苦情の処理に関する措置の実施状況」及び「労働者の同意及びその撤回」について、労働
者ごとの記録を作成し、決議の有効期間中及び当該有効期間の満了後５年間（当分の間、３年間）

保存しなければならないこととされます。
・太字の部分が変更・追加箇所です。

３．定期報告の頻度及び報告事項

　定期報告の頻度が決議の有効期間の始期から起算して６箇月以内に１回、及びその後１年以内
ごとに１回となります。また、「労働者の同意及びその撤回の実施状況」が報告事項として追加さ
れます。

４．労使委員会の運営規程

　労使委員会の運営規程に定めるべき事項として次の⑴から⑶が追加されます。

　⑴　労働者に適用する評価・賃金制度の内容の使用者からの説明に関する事項

　⑵　制度の趣旨に沿った適正な運用の確保に関する事項

　⑶　労使委員会の開催頻度を６箇月以内ごとに１回とすること

第４章第２節で学習します。

4 企画業務型裁量労働制の主な改正
 【令和６年４月１日施行】
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第１章　総　則

労働条件の原則 （法１条）　　
Ⅰ　労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充
たすべきものでなければならない。

Ⅱ　労働基準法で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労
働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させては
ならないことはもとより、その向上を図るように努めなければなら
ない。

沿革・趣旨
労働基準法は、第二次世界大戦後の新しい労働保護法として昭和22年４
月に公布され、同年９月（一部については、11月）から施行された。
上記Ⅰは、労働者に人間として価値ある生活を営む必要を満たすべき労働
条件を保障することを宣明した労働憲章的な規定であり、上記Ⅱは、労働基
準法で定める労働条件の最低基準が標準とならないよう、その引下げ禁止と
向上を強調した規定である。

Check Point !

□ 法第１条違反については、罰則の定めはない。

1. 労働条件
法第１条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間はもちろんのこと、解雇、

災害補償、安全衛生、寄宿舎等に関する条件をすべて含む労働者の職場における
一切の待遇をいう。

労働条件の原則、 
労働基準法の適用1

1 重要度

A
★★★

H27-1A

H28-1ア
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本書の構成
　本書は本試験で確実に合格できるだけの得点力を養うことに重点を置
き、試験対策において必要とされる知識を整理、体系化して理解することが
できるよう構成しています。

趣旨・沿革・概要

囲み条文 選択式試験で狙われやすい条文等を囲んでい
ます。記載内容の重要度は★の数で表してお

り、★★★のものは、必ず確認しておきましょう。赤字は過去の
本試験で論点となったキーワードや、これから出題が予想され
る重要語句です。それ以外の重要語句は黒太字にしています。

条文等の趣旨、沿革、概要をまとめて
います。難解な条文等も、ここを読
み込めばスムーズに理解できます。

Check Point!
本試験頻出事項などを箇条書
きでまとめています。

重要度
Ａ、Ｂ、Ｃの３段階
です。
Ａ 試験頻出・改正
点等の重要事
項。必ずおさえ
る。

Ｂ 頻出箇所ではな
いが、おさえて
おきたい。合否
の分かれ目。

Ｃ Ａ、Ｂを優先と
し、余裕があれ
ば、見ておく。
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て支払われる賃金の決定、計算及び支払の方法並びに賃金の締切り及び支払の時
期に関する事項が当該労働者について確定し得るものであればよく、例えば、労
働者の採用時に交付される辞令等であって、就業規則等に規定されている賃金等
級が表示されたものでも差し支えないこと。この場合、その就業規則等を労働者
に周知させる措置が必要であることはいうまでもない。
 （昭和51.9.28基発690号、平成11.3.31基発168号）

 問題チェック H14-2C

　労働基準法第15条では、使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃
金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならず、そのうち一定の事項につ
いては書面の交付により明示しなければならないとされているが、健康保険、厚生年
金保険、労働者災害補償保険及び雇用保険の適用に関する事項もこの書面の交付に
より明示しなければならない事項に含まれている。

× 法15条１項、則５条

　健康保険、厚生年金保険、労働者災害補償保険及び雇用保険の適用に関する事
項は、労働基準法第15条に規定する明示事項に含まれていない。なお、職業安定法
第５条の３に規定する募集時等の労働条件の明示事項には、健康保険、厚生年金保
険、労働者災害補償保険及び雇用保険の適用に関する事項が含まれている。

設問のように、他の法律の規定を引用して誤りの文章を出題するケース
もある。労基法第15条の明示事項のすべてを暗記していなくても、他
の法律との違いを把握しておくと、正しい判断ができる。

解答

事業に転換しうる場合の如く事業がなおその主たる部分を保持して継続しう
る場合、又は一時的に操業中止のやむなきに至ったが、事業の現況、資材、
資金の見通し等から全労働者を解雇する必要に迫られず、近く再開復旧の見
込が明らかであるような場合は含まれない。 （昭和63.3.14基発150号、婦発47号）

（労災保険給付を受けて休業する労働者に対する解雇制限にかかる判決について）
⑴打切補償は、本来労基法の規定による療養補償を受ける労働者に対して行われるもので
あるが、「学校法人専修大学事件（最二小平成27.6.8）」では、労災保険法による療養補
償給付を受ける労働者（労基法の規定による療養補償を受けない労働者）に対して行わ
れた打切補償の（に相当する）支払によって、労基法第19条第１項ただし書による解
雇制限の解除規定が適用されるかどうかについて争われた。その判決の要旨は次のとお
りである。
　① 労基法上の使用者の災害補償義務は、労災保険法に基づく保険給付（以下「労災保険
給付」という。）が行われている場合には、それによって実質的に行われているとい
えるので、災害補償を使用者自身が負担している場合と、労災保険給付が行われてい
る場合とで、労基法第19条第１項ただし書の適用を異にすべきものとはいい難い。

　② 労災保険給付が行われている場合は、打切補償として相当額の支払がされても傷害又
は疾病が治るまでは必要な給付が行われるため、労基法第19条第１項ただし書の適
用があるとしても、労働者の利益につきその保護に欠くことになるものともいい難
い。

　③ したがって、労災保険法第12条の８第１項第１号の療養補償給付を受ける労働者が、
療養開始後３年を経過しても疾病等が治らない場合には、労基法第75条による療養
補償を受ける労働者が上記の状況にある場合と同様に、使用者は、当該労働者につ
き、同法第81条の規定による打切補償の支払をすることにより、解雇制限の除外事
由を定める同法第19条第１項ただし書の適用を受けることができるものと解するの
が相当である。

⑵今後における労基法第19条第１項ただし書の適用にかかる解釈運用は 上記⑴の③に

参考 H28-選AB
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巻末資料編について

　過去の本試験での出題実績こそ少ないもの
の、今後も出題可能性があるものを巻末資料
編としてまとめています。まずは本文の学習
を優先したうえで、余裕がある方は読み込ん
でおいてください。

参考
本文に関連する通達、
判例等をまとめてい
ます。補足的な内容
でもあるため、まずは
本文を優先して読ん
でいきましょう。

過去の本試験問題から典型的な出題パ
ターンを知るのに最適な問題をピック

アップしています。確かな得点力を養うことができます。
・ 下線：問題のポイントになる論点には、下線を引いていま
す。下線の引かれている箇所に注意しながらテキストを読
み込むことで、日頃から問題文を「正しく」読む習慣をつけ
ることができます。
・ Advice：講師の視点で解答テクニック等を記載しています。

問題チェック

各種アイコン

●過去問番号 
過去10年分の本試験出題
実績です。
●改正 
直近の改正点で重要なと
ころに付しています。

H26-1D

改正
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本書の効果的な活用法
　「よくわかる社労士」シリーズは、社労士試験の完全合格を実現するため
の、実践的シリーズです。条文ベースの学習を通して、本試験問題への対応
力をスムーズにつけていくことができます。

 ◉よくわかる社労士シリーズ

　『合格テキスト』をご利用いただく際は、常に姉妹書『合格するための過去10年
本試験問題集』の内容を引き合わせながら使用すると、学習効果が倍増します。
・この問題文の論点は何か？
・この問題文の正誤を判断するために必要な要素は何か？
・この問題文の空欄には選択語群のうち、どうしてその語句等が適当とされるのか？

『合格テキスト』全10冊＋別冊

『合格するための過去10年本試験問題集』全4冊
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 ◉よくわかる社労士シリーズを活用した学習法

を考えながら、本書を精読することで皆さんの受験勉強が「単に記憶する作業」か
ら「問題文を比較考量して正解を選んでいく行動」へ変化していきます。
　本書を最大限に活用して、「確実に合格ラインをこえる解答能力をつけて合格す
る」という能動的な学習スタイルを身につけていきましょう。

● どんな問題文かをざっくりつかむことを意識する。
● 解けなくても気にしない！

●「過去問番号」が登場する都度、『合格するための
過去10年本試験問題集』で該当問題を確認！

 本文の記載内容が、本試験でどのように出題されて
いるかを同時並行で確認することができます。

● 論点を過去問番号の横に、一言で簡潔にメモ！
 テキストの記載内容を自分の知識に落とし込む
には、この方法がとても効果的です。この書き
込みを見れば問題文がなんとなく思い浮かぶよ
うになると、解答力が格段にアップします。

① まず、『合格するための過去10年本試験問題
集』で、試験問題に目を通す。

②『合格テキスト』を科目ごとに読み込む。

　こうして全科目、ていねいに学習をしていけば、問題がスラスラ解けるようになる
知識が身につきます。本シリーズをフル活用して、合格の栄冠を勝ち取っていきま
しょう。

Check Point !

Check Point !
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本試験の傾向
　過去10年間の出題項目は、次のようになっています。★が選択式試験、☆
が択一式試験となっています。

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

労働条件の原則、労働基準法の適用 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆ ☆ ☆ ☆

労働条件の決定等 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

前近代的な労働関係の排除 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆ ☆ ☆

労働契約の締結 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆ ☆

労働契約の終了 ☆ ☆ ★ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆ ☆

賃金の定義・平均賃金 ☆ ☆ ☆ ★☆ ☆ ☆ ☆ ☆

賃金の支払 ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆ ☆ ☆ ☆ ☆

賃金の保障 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆ ☆ ☆ ☆
労働時間等に関する規定の適用除外及び労使協
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 5  １週間単位の非定型的変形労働時間制　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  144
4  休憩・休日  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  147
 1  休憩　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  147
 2  休日　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  150

第２節　時間外・休日労働、割増賃金及びみなし労働時間制 ／ 155
1  時間外及び休日の労働  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  156
 1  災害等による臨時の必要がある場合　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  156
 2  公務のため臨時の必要がある場合　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  158
 3  労使協定（36協定）による時間外及び休日の労働　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  158
2  割増賃金  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  167
 1  割増賃金の支払義務　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  167
 2  除外賃金　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  173
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（13）

 3  割増賃金の計算の基礎となる賃金額の計算　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  174
 4  代替休暇　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  178
3  みなし労働時間制  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  183
 1  共通事項　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  183
 2  事業場外労働のみなし労働時間制　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  183
 3  専門業務型裁量労働制　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  187
 4  企画業務型裁量労働制　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  189

第３節　年次有給休暇 ／ 195
1  年次有給休暇  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  196
 1  発生要件　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  196
 2  付与日数　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  201
 3  比例付与　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  202
 4  時間単位年休　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  204
 5  時季の指定　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  207
 6  使用者による時季指定　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  211
 7  年次有給休暇中の賃金　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  213
 8  運用上の留意点　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  215
 9  年次有給休暇の時効　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  217
 10  不利益取扱いの禁止　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  217

第５章　年少者 ／ 219

1  年少者の労働契約に関する規制  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  220
 1  最低年齢　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  220
 2  年少者の証明書　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  222
 3  年少者の帰郷旅費　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  222
 4  未成年者の労働契約　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  223
 5  未成年者の賃金請求権　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  223
2  年少者の労働時間等  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  224
 1  年少者の労働時間・休憩・休日に関する制限　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  224
 2  児童の労働時間に関する制限　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  227
 3  年少者の深夜業に関する制限　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  228
 4  児童の深夜業に関する制限　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  229
3  年少者の就業制限 • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  231
 1  坑内労働の禁止　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  231
 2  危険有害業務の就業制限　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  231

第６章　妊産婦等 ／ 233

1  妊産婦等の就業制限  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  234
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（14）

 1  就業に関する制限　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  234
 2  産前産後に関する規制　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  237
2  妊産婦の労働時間等  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  239
 1  妊産婦の労働時間、休日労働、深夜業の制限　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  239
 2  育児時間　 重要度

A  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  241
 3  生理日の就業が著しく困難な女性に対する措置　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  242

第７章　技能習得者 ／ 245

1  技能習得者  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  246
 1  徒弟の弊害排除　 重要度

C   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  246
 2  職業訓練に関する特例　 重要度

B   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  246

第８章　就業規則、寄宿舎 ／ 249

1  就業規則  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  250
 1  作成及び届出の義務　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  250
 2  作成の手続　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  254
 3  制裁規定の制限　 重要度

A  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  257
 4  法令及び労働協約との関係　 重要度

A   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  258
2  寄宿舎  • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  261
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 4  記録の保存　 重要度
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● 索引 ／ 296
● 条文索引 ／ 302
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法 → 労働基準法
則 → 労働基準法施行規則
法附則 → 労働基準法附則
則附則 → 労働基準法施行規則附則
女性則 → 女性労働基準規則
年少則 → 年少者労働基準規則
寄宿舎規程 → 事業附属寄宿舎規程
建設業寄宿舎規程 → 建設業附属寄宿舎規程
預金利率省令 → 労働基準法第18条第４項の規定に基づき使用者が労働者の

預金を受け入れる場合の利率を定める省令
厚労告 → 厚生労働省告示
労告 → （旧）労働省告示
基発 → 厚生労働省労働基準局長名通達
発基 → 厚生労働省労働基準局関係の労働事務次官名通達
基収 → 厚生労働省労働基準局長が疑義に応えて発する通達
婦発 → 旧労働省婦人局
労発 → （旧）労働省労政局長名通達
労収 → （旧）労働省労政局長が疑義に答えて発する通達

本書において、法令名等は以下のように表記しています。

凡例
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第1章
総　則

労働条件の原則、労働基準法の適用
1  労働条件の原則
2  適用事業
3  国及び公共団体についての適用
4  適用除外
5  労働者の定義
6  使用者の定義

労働条件の決定等
1  労働条件の決定
2  均等待遇
3  男女同一賃金の原則
4  公民権行使の保障

前近代的な労働関係の排除
1  強制労働の禁止
2  中間搾取の排除
3  賠償予定の禁止
4  前借金相殺の禁止
5  強制貯金

1

2

3
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2

第１章　総　則

労働条件の原則 （法１条）　　
Ⅰ　労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充
たすべきものでなければならない。

Ⅱ　労働基準法で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労
働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させては
ならないことはもとより、その向上を図るように努めなければなら
ない。

沿革・趣旨
労働基準法は、第二次世界大戦後の新しい労働保護法として昭和22年４
月に公布され、同年９月（一部については、11月）から施行された。
上記Ⅰは、労働者に人間として価値ある生活を営む必要を満たすべき労働

条件を保障することを宣明した労働憲章的な規定であり、上記Ⅱは、労働基
準法で定める労働条件の最低基準が標準とならないよう、その引下げ禁止と
向上を強調した規定である。

Check Point !

□ 法第１条違反については、罰則の定めはない。

1. 労働条件
法第１条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間はもちろんのこと、解雇、

災害補償、安全衛生、寄宿舎等に関する条件をすべて含む労働者の職場における
一切の待遇をいう。

2. 人たるに値する生活
日本国憲法第25条第１項の「健康で文化的な最低限度」の生活を内容とするも

のである。

労働条件の原則、
労働基準法の適用1

1 重要度

A
★★★

H27-1A

H28-1ア
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3

第
１
章

労働条件の原則、労働基準法の適用 

 （国民の生存権）
すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。
 （日本国憲法25条１項）

3. 労働関係の当事者
労働関係とは、使用者・労働者間の「労務提供－賃金支払」を軸とする関係を

いい、その当事者とは、使用者及び労働者のほかに、それぞれの団体、すなわ
ち、使用者団体と労働組合を含む。

4. この基準を理由として労働条件を低下させてはならない
労働基準法に規定があることが、その労働条件低下の決定的な理由となってい

る場合をいう。
例えば、労働基準法では１日の労働時間の上限（最低基準）を、原則として、

８時間と定めているが、これを決定的な理由として、元々７時間とされていたＡ
社の所定労働時間を８時間に変更することなどが該当する。なお、労働基準法第
１条第２項（前記Ⅱ）については、労働条件の低下が労働基準法の基準を理由と
しているか否かに重点を置いて判断するものであり、社会経済情勢の変動等他に
決定的な理由がある場合には本条に抵触するものでない。
 （昭和22.9.13発基17号、昭和63.3.14基発150号）

 問題チェック H25-5A

　労働基準法第１条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間、 解雇、災害補償等
の基本的な労働条件を指し、安全衛生、寄宿舎に関する条件は含まない。

× 法１条

　法第１条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間はもちろんのこと、解雇、災害
補償、安全衛生、寄宿舎等に関する条件をすべて含む労働者の職場における一切の
待遇をいう。

 問題チェック H30-4ア

　労働基準法第１条にいう「人たるに値する生活」には、労働者の標準家族の生活
をも含めて考えることとされているが、この「標準家族」の範囲は、社会の一般通
念にかかわらず、「配偶者、子、父母、孫及び祖父母のうち、当該労働者によって生
計を維持しているもの」とされている。

× 法１条、昭和22.9.13発基17号、昭和22.11.27基発401号

　法第１条は、労働条件に関する基本原則を明らかにしたものであって、標準家族

参考

R4-4A

R3-1A

解答

解答
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の範囲は、その時その社会の一般通念によって理解されるべきものであるとされてい
る。なお、設問前段の記述は正しい。

適用事業  　
適用事業とは

労働基準法は、原則として、労働者を使用するすべての事業に適用
される。

沿革
以前は労働基準法第８条において、同法の適用を受ける事業の範囲が規定

されていたが、社会経済の変化の中で新たな事業を適用事業として追加する
こととすると、一時的にも適用漏れが生ずるおそれがあり、また、号別に適
用事業を区分して適用する規定が従来に比べて少なくなったこと等の理由に
より、平成10年改正において適用事業の範囲を号別に列記する方式が廃止
された。
ただし、平成10年改正後においても、法第33条［非常災害の場合の時間
外労働等］、第40条［労働時間及び休憩の特例］、第41条［労働時間等に関
する規定の適用除外］、第56条［最低年齢］及び第61条［年少者の深夜業］
の各条項については、一定の業種について、一般の適用とは異なった取扱い
がされているため、改正前の第８条の業種の区分の一部を、法別表第１（次
表）として規定し直した。 （平成11.1.29基発45号）

１号 製造業

物の製造、改造、加工、修理、洗浄、選別、包装、装飾、仕上げ、
販売のためにする仕立て、破壊若しくは解体又は材料の変造の事業
（電気、ガス又は各種動力の発生、変更若しくは伝導の事業及び水
道の事業を含む）

２号 鉱業 鉱業、石切り業その他土石又は鉱物採取の事業

３号 建設業 土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊、
解体又はその準備の事業

４号 運輸交通業 道路、鉄道、軌道、索道、船舶又は航空機による旅客又は貨物の運
送の事業

５号 貨物取扱業 ドック、船舶、岸壁、波止場、停車場又は倉庫における貨物の取扱
いの事業

６号 農林業 土地の耕作若しくは開墾又は植物の栽植、栽培、採取若しくは伐採
の事業その他農林の事業

2 重要度

B

1
★★
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７号 水産・畜産業 動物の飼育又は水産動植物の採捕若しくは養殖の事業その他の畜
産、養蚕又は水産の事業

８号 商業 物品の販売、配給、保管若しくは賃貸又は理容の事業 

９号 金融広告業 金融、保険、媒介、周旋、集金、案内又は広告の事業

10号 映画・演劇業 映画の製作又は映写、演劇その他興行の事業

11号 通信業 郵便、信書便又は電気通信の事業

12号 教育研究業 教育、研究又は調査の事業

13号 保健衛生業 病者又は虚弱者の治療、看護その他保健衛生の事業

14号 接客娯楽業 旅館、料理店、飲食店、接客業又は娯楽場の事業

15号 清掃・と畜場業 焼却、清掃又はと畜場
4 4 4

の事業

列車食堂等における供食のサービスの提供等を行う事業については、食堂
車従業員と乗務車内販売従事員及び非乗務従業員とを合わせ、営業所を単位
として、法別表第１第14号の事業（接客娯楽業）として取り扱う。
 （昭和28.3.12基収1006号、平成11.3.31基発168号）

新聞社は一般に法別表第１第８号（商業）の事業であるが、本社等におい
て併せて印刷をも行う場合には、その中の印刷部門のみを主たる事業と別個
に取り扱い、同表第１号（製造業）に該当するものである。
 （昭和23.3.17基発461号、平成11.3.31基発168号）

Check Point !

□ 一の事業であるか否かは主として場所的観念によって決定すべきもので
ある。

運用の基本方針

1. 個々の事業に対して労働基準法を適用するに際しては、当該事業の名称又は
経営主体等にかかわることなく、相関連して一体をなす労働の態様によって事
業としての適用を定めること。

2. 事業とは、工場、鉱山、事務所、店舗等の如く一定の場所において相関連す
る組織のもとに業として継続的に行われる作業の一体をいうのであって、必ず
しもいわゆる経営上一体をなす支店、工場等を総合した全事業を指称するもの
ではないこと。

2
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3. 適用単位
⑴　原則
　一の事業であるか否かは主として場所的観念によって決定すべきもので、
同一場所にあるものは、原則として分割することなく一個の事業とし、場所
的に分散しているものは、原則として別個の事業とすること。

　　【例 】本社が東京にあり支社が大阪にある場合などは、原則としてそれぞれ別個の
事業となる。

⑵　同一の場所にあっても別個の事業とする場合
　同一場所にあっても、著しく労働の態様を異にする部門が存する場合に、
その部門が主たる部門との関連において従事労働者、労務管理等が明確に区
別され、かつ、主たる部門と切り離して適用を定めることによって労働基準
法がより適切に運用できる場合には、その部門を一の独立の事業とするこ
と。なお、個々の労働者の業務による分割は認めないこと。

　　【例 】工場内の診療所、食堂等

⑶　場所的に分散していても一個の事業とする場合
　場所的に分散しているものであっても、出張所、支所等で、規模が著しく
小さく、組織的関連ないし事務能力等を勘案して一の事業という程度の独立
性がないものについては、直近上位の機構と一括して一の事業として取り扱
う。

　　【例 】新聞社の通信部 （昭和22.9.13発基17号、平成11.3.31基発168号）

4. 属地主義
わが国で行われる事業については、事業主又は労働者が外国人（外国法人及び

外国政府を含む。）であると否とを問わず、法令又は条約に特別の定めがある場
合を除き、労働基準法の適用がある。ただし、外国政府及び国際法によっていわ
ゆる外交特権を有する外交官等については、原則として、わが国の裁判権は及ば
ないこと。 （昭和43.10.9基収4194号、平成11.3.31基発168号）

 問題チェック H14-1C

　労働基準法の別表第１には第１号から第15号まで各種の事業が掲げられているが、
同法の適用はこれらの事業に限られるものではない。

○
　労働基準法は、原則として労働者を使用するすべての事業に適用される（例えば、
労働組合の事務所等法別表第１に掲げられている事業以外の事業であっても、労働

H26-1D

解答
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者を使用する事業であれば原則として適用事業となる）。

 問題チェック H10-7D

　労働基準法は、日本国内の事業で使用される労働者であれば、日本人であるか外
国人であるかを問わず、また、当該外国人の就労が不法就労であるか否かを問わず
適用されるものである。

○ 昭和43.10.9基収4194号、平成11.3.31基発168号

　日本国内で行われる事業については、事業主又は労働者が外国人であると否とを
問わず、原則として、労働基準法の適用があり、不法就労者である外国人の場合も
同様である。

国及び公共団体についての適用 （法112条）　　

労働基準法及び労働基準法に基いて発する命令は、国、都道府県、
市町村その他これに準ずべきものについても適用あるものとする。

Check Point !

□ 国等の適用についてまとめると、次の通りとなる。

適用除外 適用

・一般職の国家公務員

・行政執行法人の職員
・行政執行法人以外の
　独立行政法人の職員
一
部
適
用

・一般職の地方公務員
・地方公営企業の職員

1. 国家公務員及び地方公務員等に対する適用
⑴　一般職の国家公務員については適用されない。
⑵　一般職の地方公務員については労働基準法の一部が適用されない。
⑶　地方公営企業の職員については一部を除き適用される。
　 （平成22.5.18基発0518第１号）

解答

3 重要度

B

★★
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2. 行政執行法人の職員に対する適用
行政執行法人※の職員の身分は国家公務員とされるが、国家公務員法附則第６
条［労働基準法等の適用除外］の規定の適用が除外されているため、労働基準法
が適用される。 （平成13.2.22基発93号）

　※　国立印刷局・造幣局等

3. 行政執行法人以外の独立行政法人の職員に対する適用
行政執行法人以外の独立行政法人の職員については、労働基準法が全面的に適

用される。 （同上）

適用除外 （法116条）
Ⅰ　第１条から第11条まで、下記Ⅱ、第117条から第119条まで及び第
121条の規定を除き、労働基準法は、船員法第１条第１項に規定する
船員については、適用しない。

Ⅱ　労働基準法は、同居の親族のみを使用する事業及び家事使用人に
ついては、適用しない。

Check Point !

□ 適用除外についてまとめると、次の通りとなる。

適用除外 適用

・同居の親族のみを使用する事業
・常時同居の親族以外の労働者を使用
する事業

・家事使用人
・個人家庭における家事を事業として
請け負う者に雇われてその指揮命令
の下に家事を行う者

・船員法第１条第１項に規定する船員
（右の規定以外）

・船員法第１条第１項に規定する船員
（総則の一部とこれに関する罰則）

1. 船員法の適用を受ける船員
労働基準法は、船舶による旅客又は貨物の運送の事業にも適用されるが、同法

の特別法たる船員法の適用を受ける船員については、その労働の特殊性を考慮
し、労働基準法中労働者全般に通ずる基本原則を規定した第１章［総則］の第１
条から第11条まで及びこれに関する罰則規定を除いて、これを適用しない。

4 重要度

A
★★★
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2. 同居の親族のみを使用する事業
同居の親族は、事業主と居住及び生計を一にするものであり、原則として労働

基準法上の労働者には該当しない。
ただし、同居の親族であっても、常時同居の親族以外の労働者を使用する事業

において一般事務又は現場作業等に従事し、かつ、次の⑴及び⑵の条件を満たす
ものについては、一般に私生活面での相互協力関係とは別に独立した労働関係が
成立しているとみられるので、労働基準法上の労働者として取り扱うものとす
る。
⑴　業務を行うにつき、事業主の指揮命令に従っていることが明確であるこ
と。

⑵　就労の実態が当該事業場における他の労働者と同様であり、賃金もこれに
応じて支払われていること。特に、①始業及び終業の時刻、休憩時間、休
日、休暇等及び②賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払
の時期等について、就業規則その他これに準ずるものに定めるところによ
り、その管理が他の労働者と同様になされていること。 （昭和54.4.2基発153号）

3. 家事使用人
家事使用人であるか否かを決定するに当たっては、従事する作業の種類、性質

の如何等を勘案して具体的に当該労働者の実態により決定すべきものであり、家
事一般に従事している者がこれに該当する。
法人に雇われ、その役職員の家庭において、その家族の指揮命令の下で家事一

般に従事している者も家事使用人である（労働基準法は適用されない）。
個人家庭における家事を事業として請け負う者に雇われて、その指揮命令の下
に当該家事を行う者は家事使用人に該当しない。
 （昭和63.3.14基発150号、平成11.3.31基発168号）

 問題チェック H16-1A

　船員法第１条第１項に規定する船員については労働基準法は適用されず、したが
って、同法第１条「労働条件の原則」、第２条「労働条件の決定」等の労働憲章的部
分も、当然適用されない。

× 法116条１項

　船員法第１条第１項に規定する船員についても、第１章［総則］の第１条から第11
条まで及びこれに関する罰則規定は適用される。

H29-2ウ

H29-2イ

解答
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労働者の定義 （法９条）　　
労働基準法で「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務
所（「事業」という。）に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。

Check Point !

□ 労働基準法上の「労働者」とは、使用者の指揮命令を受けて労働してい
るなど使用者との間に使用従属関係が認められ、かつ賃金を支払われて
いる者である。

1. 法人、団体又は組合の執行機関
労働基準法にいう労働者とは、事業又は事務所に使用される者で賃金を支払わ

れる者であるから、法人、団体、組合等の代表者又は執行機関たる者の如く、事
業主体との関係において使用従属の関係に立たない者は労働者ではない。
 （昭和23.1.9基発14号、平成11.3.31基発168号）

2. 職員を兼ねる重役
法人のいわゆる重役で業務執行権又は代表権を持たない者が、工場長、部長の
職にあって賃金を受ける場合は、その限りにおいて法第９条に規定する労働者で
ある。  （昭和23.3.17基発461号）

3. 組合専従職員の労働関係
会社からは給料を受けず、その所属する労働組合より給料を受ける組合専従職

員と使用者との基本的な法律関係は、労働協約その他により労使の自由に定める
ところによるが、使用者が専従職員に対し在籍のまま労働提供の義務を免除し、
組合事務に専従することを認める場合には、労働基準法上当該会社との労働関係
は存続するものと解される。 （昭和24.6.13基収1073号、平成11.3.31基発168号）

（車持込み運転手の労働者性）
原審の適法に確定した事実関係によれば、上告人は、自己の所有するトラックをＤ紙業株
式会社のＥ工場に持ち込み、同社の運送係の指示に従い、同社の製品の運送業務に従事し
ていた者であるが、⑴　同社の上告人に対する業務の遂行に関する指示は、原則として、
運送物品、運送先及び納入時刻に限られ、運転経路、出発時刻、運転方法等には及ばず、
また、一回の運送業務を終えて次の運送業務の指示があるまでは、運送以外の別の仕事が
指示されるということはなかった、⑵　勤務時間については、同社の一般の従業員のよう
に始業時刻及び終業時刻が定められていたわけではなく、当日の運送業務を終えた後は、
翌日の最初の運送業務の指示を受け、その荷積みを終えたならば帰宅することができ、翌

5 重要度

A
★★★

H29-2ア H29-5オ H30-4エ R4-1CE

R4-1A

R4-1D

H29-2エ R5-4E

参考
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日は、出社することなく、直接最初の運送先に対する運送業務を行うこととされていた、
⑶　報酬は、トラックの積載可能量と運送距離によって定まる運賃表により出来高が支払
われていた、⑷　上告人の所有するトラックの購入代金はもとより、ガソリン代、修理
費、運送の際の高速道路料金等も、すべて上告人が負担していた、⑸　上告人に対する報
酬の支払に当たっては、所得税の源泉徴収並びに社会保険及び雇用保険の保険料の控除は
されておらず、上告人は、右報酬を事業所得として確定申告をしたというのである。
右事実関係の下においては、上告人は、業務用機材であるトラックを所有し、自己の危険
と計算の下に運送業務に従事していたものである上、Ｄ紙業は、運送という業務の性質上
当然に必要とされる運送物品、運送先及び納入時刻の指示をしていた以外には、上告人の
業務の遂行に関し、特段の指揮監督を行っていたとはいえず、時間的、場所的な拘束の程
度も、一般の従業員と比較してはるかに緩やかであり、上告人がＤ紙業の指揮監督の下で
労務を提供していたと評価するには足りないものといわざるを得ない。そして、報酬の支
払方法、公租公課の負担等についてみても、上告人が労働基準法上の労働者に該当すると
解するのを相当とする事情はない。そうであれば、上告人は、専属的にＤ紙業の製品の運
送業務に携わっており、同社の運送係の指示を拒否する自由はなかったこと、毎日の始業
時刻及び終業時刻は、右運送係の指示内容のいかんによって事実上決定されることになる
こと、右運賃表に定められた運賃は、トラック協会が定める運賃表による運送料よりも一
割五分低い額とされていたことなど原審が適法に確定したその余の事実関係を考慮して
も、上告人は、労働基準法上の労働者ということはできず、労働者災害補償保険法上の労
働者にも該当しないものというべきである。
 （最一小平成8.11.28横浜南労働基準監督署長事件）

 問題チェック H10-1E

　労働基準法上の「労働者」とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他これに
準ずる収入によって生活する者をいう。

× 法９条

　法第９条では、現実に「使用され」、「賃金を支払われる」関係に立つ者を労働者
として把握しているので、労働組合法第３条に規定する労働者※とは異なる。
　※　・労働組合法における「労働者」
　　　 　労働組合法で「労働者」とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他これに準

ずる収入によって生活する者をいう。 （労働組合法３条）

　　 　・労働組合法の労働者の範囲
　　　 　労働組合法第３条にいう「労働者」とは他人との間に使用従属の関係に立って労

務に服し、報酬を受けて生活する者をいうのであって、現に就業していると否とを問
わないから失業者をも含む。 （昭和23.6.5労発262号）

 問題チェック H27-1E R4-1B類題H29-2オ類題

　形式上は請負契約のようなかたちをとっていても、その実体において使用従属関
係が認められるときは、 当該関係は労働関係であり、 当該請負人は労働基準法第９条
の「労働者」に当たる。

R2-選BC

解答
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第１章　総　則

○ 法９条

　請負契約による下請負人は、当該業務を自己の業務として注文主から独立して処
理する限り、たとえ本人が労務に従事することがあっても法第９条の労働者になるこ
とはない。しかし、形式上は請負のようなかたちをとっていても、その実体において
使用従属関係が認められるときは、当該関係は労働関係であり、当該請負人は法第９
条の労働者であることになる。

 問題チェック H29-5オ

　医科大学附属病院に勤務する研修医が、医師の資質の向上を図ることを目的とす
る臨床研修のプログラムに従い、臨床研修指導医の指導の下に医療行為等に従事す
ることは、教育的な側面を強く有するものであるため、研修医は労働基準法第９条所
定の労働者に当たることはないとするのが、最高裁判所の判例の趣旨である。

× 最二小平成17.6.3関西医科大学附属病院事件

　臨床研修は、医師の資質の向上を図ることを目的とするものであり、教育的な側面
を有しているが、そのプログラムに従い、臨床研修指導医の指導の下に、研修医が
医療行為等に従事することを予定している。そして、 研修医がこのようにして医療行
為等に従事する場合には、これらの行為等は病院の開設者のための労務の遂行とい
う側面を不可避的に有することとなるのであり、病院の開設者の指揮監督の下にこ
れを行ったと評価することができる限り、上記研修医は法９条所定の労働者に当たる
ものというべきである。

 問題チェック R元-3エ

　いわゆる芸能タレントは、「当人の提供する歌唱、演技等が基本的に他人によって
代替できず、芸術性、人気等当人の個性が重要な要素となっている」「当人に対する
報酬は、稼働時間に応じて定められるものではない」「リハーサル、出演時間等スケ
ジュールの関係から時間が制約されることはあっても、プロダクション等との関係で
は時間的に拘束されることはない」「契約形態が雇用契約ではない」のいずれにも該
当する場合には、労働基準法第９条の労働者には該当しない。

○ 法９条、昭和63.7.30基収355号

　いわゆる「芸能タレント通達」からの出題である。

解答

解答

解答
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